自治基本条例とは何か
―新らたな自治体をどうつくるか―
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　   　佐々木　信夫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（中央大学教授）

1． 地方分権の時代―求められるもの
（1） 求められる３つの自立
1 地域の自立

2 自治体の自立

3 市民の自立

　　（２）分権改革：　国と地方＝上下・主従→対等・協力へ（自己決定・自己責任）

　　（３）住民と自治体：　ガバメント(統治)からガバナンス（協治）へ

（４）自治体改革の最前線―事業官庁から政策官庁への改革戦略
2． 自治基本条例の意義
（１）なぜ、自治基本条例が必要か

　　　　　①ナショナルルールからローカルルールへ
　　　　　②個性あるまちづくり、地域経営のルール
（2） 自治基本条例の意義

1 基本条例として―他の一般条例や計画策定の指針をなす憲法の役割をもつ
2 総合条例として―住民の権利や義務、議会・執行機関など組織運営の基本を定める

（３）期待される効果

　　　　①自治運営のしくみがわかり易くなる
　　　　②行政運営の根拠が明らかになる

　　　　③住民参画のルールができる

　　（４）自治基本条例の設計（別添を参照）
３．自治基本条例の課題
（1） 住民と基本条例の目的を共有する
（2） どのような方法でつくるか（内部方式＋委員会方式＋住民参画方式）

（3） 何をポイントにするか（多選禁止や住民投票の位置づけも争点）

（4） 自治基本条例を自治体改革のテコにする発想（協働参画の実現を法的に担保）
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